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日本における油防除対策

ー　現状と課題　ー

海上保安庁
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油流出という災害

タンカーからの油流出

海洋汚染をもたらす災害

海洋汚染及び海上災害

の防止に関する法律

漁業など具体的な損害をもたらす災害

油濁損害賠償保障法

災害そのもの

災害対策基本法
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事故防止対策

油流出事故対策

応急・復旧対策

・ポートステートコントロール

・ダブルハル化の促進　　等

・法制度・各種計画の策定

・実施体制・資器材の整備　　等
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応急・復旧対策の計画

我が国の防災に対する基本計画

災対法

防災基本計画

防災基本計画に基づき、都道府県、市町村が作成する計
画

地域防災計画

16の海域毎に排出油の防除のために必要な事項を定め
た計画海防法排出油防除計画

ＯＰＲＣ条約に基づくもの

油汚染事件に対する我が国の準備及び対応を記した計
画

－
国家緊急時計画

防災基本計画に基づき、行政機関が作成する計画各機関の防災業務計画
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防災基本計画

¡ 対策基本法に基づき、中央防災会議が作成

¡ 我が国の防災に関する基本的な計画

¡ ①災害予防　②災害応急対策　③災害復旧のそれ
ぞれの段階における対応を記述

¡ 地震・津波等自然災害対策のほか、海上災害、原
子力災害等事故災害に対する対策にも対応
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国家緊急時計画

¡ ＯＰＲＣ条約に基づき、１９９７年に策定

¡ 油による汚染に係る準備及び対応に関する我が国の
体制を体系的にとりまとめたもの

¡ 体制の整備、情報の連絡、資機材の整備、訓練の実
施、油防除対応、油汚染事件の評価、関係行政機関
等の相互の連携　等を内容とする
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排出油防除計画

¡ 海防法に基づき海上保安庁長官が作成する計画

¡ 国家緊急時計画の趣旨を踏まえ、大量の油の排
出の際の油の防除及びこれに伴う危険の防止の
ために必要な事項を定めたもの

¡ 全国を16の海域に分け、計画を策定

¡ 各海域での事故を想定し、必要な対応を記述
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北海道沿岸海域

東北沿岸海域
北陸沿岸海域

山陰沿岸・若狭湾海域

関東・東海東部沿岸海域

九州南部沿岸海域

沖縄沿岸海域

四
国
南
部
沿
岸
海
域

東
海
西
部
沿
岸
海
域

東京湾
九州北部沿岸海域

伊
勢
湾

大阪湾・播磨灘海域

瀬戸内海東部海域

瀬戸内海中部海域

瀬戸内海西部海域

分図

分図参照
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日本における防災体制

非常災害現地対策本部
（国土交通副大臣が本部長）

連絡調整本部
（管区本部長が本部長）

連絡調整会議

現　場中　央

非常災害対策本部
（国土交通大臣が本部長）

警戒本部
（海上保安庁長官が本部長）

油汚染事件に対する準備及び対応に関
する関係省庁連絡会議
（20省庁の27課長級メンバー） 事

態
の
深
刻
度

※　連絡調整会議は、現場における、海保、自治体関係者、漁業関係者、船舶所有者、代理人等を構
成員とする官民からなる会議である。

防　除　方　針　の　策　定

油の漂流予測等油流出状況把握油流出事故発生油流出事故発生

可能性あり

可能性なし 監視・警戒

流出油の評価
・環境及び経済活動等への影響の可能性の有無

人的・物的資源

油防除資機材

対応技術

最終処分

関
係
者
の
統
一
的
な
防
除
方
針
の
策
定

防
除
活
動
の
実
施

防
除
活
動
の
評
価

応急措置の実施

調
整
・
協
議

保
護
方
針
の
検
討
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回収
　・物理的回収

　・機械的回収

　・その他の回収

分散
　・化学的分散

　・その他の分散

防御
　・包囲

　・待受け

　・誘導　　等

海岸清掃海岸清掃
　・回収

　・洗浄
　・自然浄化促進　等

最終処分

輸送

輸送

一時貯油

仮設保管
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流出油の漂流予測（海洋情報部）
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ESIマップの整備（海洋情報部）
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機動防除隊

・第三管区海上保安本部に設置（Ｈ７～）

・4名を１隊とする３隊

・全国へ展開する海上防災の専門家集団

・昨年の出動実績　２０件
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（独）海上災害防止センター

・全国の防災事業者とネットワーク
　→　民間防災体制の中核

・国民保護法における指定公共機関

・独立行政法人化（Ｈ１５．１０～）
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災対法に基づく体制の流れ

非常災害対策本部設置（政府）

事　案　発　生

関係省庁連絡会議（各省庁）
警戒本部設置（海保）

緊急参集チーム（官邸）
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平成１６年新潟県中越地震
（平成１６年１０月２３日）　

１７：５６頃　地震発生（震度６強）

翌０１：００　関係省庁連絡会議

０９：３０　第１回非常災害対策本部会議

１８：２０　緊急参集チーム協議
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事　案　発　生

ダイヤモンドグレース号乗揚げ事故
（平成９年７月２日）

１０：０５　東京湾中ノ瀬Ｂブイ付近に乗揚げ

１１：００　警戒本部・連絡調整本部を設置

１２：００　第１回警戒本部会議等を開催

１４：００　非常災害対策本部（本部長：運輸大臣）設置
第１回会議開催
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油防除資機材を陸送
警察に先導を要請

浮流油
の回収

油漂着

回収油の処分

関係機関との協力

油排出事故発生

漂着油回収
自治体に回収を要請
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今後の課題

・　「防除方針」の位置付け、明確化

・　資機材、専門家の活用

・　排出油防除協議会の活性化


